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－はじめに－ 

 平成２６年３月に、産業政策の基本的な方針である「岐阜県成長・雇用戦略」を策定

してから３年が経過しようとしているが、その間、本戦略で掲げた各重要プロジェクト

については、取組みの確実な実行と定期的なフォローアップ等を通じた不断の見直しに

よって、着実に推進されているところである。 

 一方、この３年の間には、雇用情勢の変化や第４次産業革命への対応など、本県はも

とより、わが国、あるいは世界における経済・社会活動に極めて大きなインパクトを与

える新たな課題も生じている。 

具体的には、有効求人倍率や失業率の大幅な改善に伴い人手不足が深刻化しており、

人材の確保と育成の双方が課題となっている。また、平成２８年６月に示された国の成

長戦略（「日本再興戦略２０１６」）において、「第４次産業革命の実現」が筆頭の柱

として位置付けられたところであり、県内製造業からは、ＩｏＴ、ビッグデータ、ＡＩ

等の活用による生産性向上への期待や対応への焦りの声が高まっている。さらに、一層

進むグローバリゼーションへの対応として、海外でも競争力のある商品開発・販路開拓

への支援が引き続き求められている。 

こうした経済・社会の変化を踏まえ、今後、更なる県経済の発展、雇用拡大により、

「清流の国ぎふ」づくりを深化、全開していくため、現行戦略を、２０２０年に向けた

８つの重要プロジェクトとしてとりまとめて改訂し、岐阜県成長・雇用戦略の更なる推

進を図ることとする。 

 なお、このプロジェクトは、現時点での基本的な考え方を整理したものであり、今後

も関係者の皆様と議論を重ねながら、随時見直しを行っていくこととする。 

 

[１] 企業誘致・設備投資 [１] 産業人材確保対策プロジェクト

[２] 企業支援機能強化プロジェクト [２] 岐阜県第４次産業革命推進プロジェクト

[３] 県産品販売拡大・海外展開支援プロジェクト [３] 海外展開・販路拡大支援プロジェクト

[４] 航空宇宙産業の製造品出荷額倍増プロジェクト [４] 航空宇宙産業の製造品出荷額倍増プロジェクト

[５] 成長分野の支援体制強化 [５] 成長産業分野振興プロジェクト

[６] 観光産業の基幹産業化 [６] 観光産業の基幹産業化プロジェクト

[７] 誰もが活躍できる場の創出 [７] 企業誘致・設備投資促進プロジェクト

[８] 障がい者の一般就労拡大プロジェクト [８] 企業技術力強化支援プロジェクト

現行「岐阜県成長・雇用戦略」 「岐阜県成長・雇用戦略２０１７」

新

《重要プロジェクトの改訂内容》
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現状・課題 

・人口減少・少子高齢化や景気の緩やかな回復基調等を背景に、有効求人倍率の高い

状況が続いており、県内企業にとって人手不足が深刻化している。 

・特に、製造業においては、優れた技術力や特色ある製品を持つ企業であるにも関わ

らず、企業間取引が中心であるために企業名が認知されていない、企業の強みや魅

力を十分に発信できていないこともあって人材確保に苦慮している。 

・また、障がい者雇用について、県内の民間企業の状況は 1.95%（平成２８年６月現

在）で、法定雇用率（2.0%）を下回っており、法定雇用率達成企業の割合も年々高

まってきているものの、６割を下回っている（56.7%）。 

 

今後の方向性 

   

 

 

 

 
数値目標 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

［１］産業人材確保対策プロジェクト 

○｢中小企業総合人材確保センター｣を核とした企業の人材確保の総合的な支援 

○子育て中の女性や高齢者、外国人など多様な人材の活用促進 

○成長産業や製造業など各産業分野のニーズに応じた、地域の産業で活躍できる人材

の育成 

○「障がい者総合就労支援センター（仮称）」を中心とした、障がい者の一般就労に

向けた支援体制強化・能力開発、職場定着支援の強化 

～３１年度 

150 社 

～２７年度 

55 社 

子育て支援エクセレント企業の認定数（累計） 

～２４年度 

16 社 

３２年度 

50.0％ 

２７年度 

39.3％ 

県内大学新卒者の県内企業への就職率（％） 

（※）Ｈ２７より 
  統計開始 

岐阜県障がい者総合就労支援センター

（仮称） 

「オール岐阜・企業フェス」会場の様子 

３２年 

109 万人

人 

２７年 

107.7万人 

労働力人口 

３２年度 

2.30％ 

２８年度 

1.95％ 

県内障がい者実雇用率（％） 

２４年度 

1.70％ 

２４年 

107.3万人 
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主な取組み                 ※◎印はＨ２９以降の新規事業 

 

＜中小企業総合人材確保センターを核とした産業人材の確保＞ 

（１）企業の人材確保支援                      
・県内企業の人材確保を支援する拠点を新たに開設し、企業の採用力向上、働きや

すい職場環境づくりに向けた支援や、企業の魅力をＰＲする機会を創出するなど、

拠点を核に、企業の人材確保を強力に後押しする。 

◎岐阜県中小企業総合人材確保センターの開設 

・中小企業の人材確保策を総合的に展開する拠点を開設し、企業の採用力向上を図るためのセミ

ナーや研修会による意識啓発、個別相談への対応、県内外の人材獲得に向けた就職・転職フェ

アを開催 
 
◎県内産業・企業の魅力を発信するポータルサイトの開設 

・魅力的な県内企業情報とともに、県や市町村、経済団体等が実施する就労支援策を集約したポ

ータルサイトを開設し、情報発信を強力に推進 
 
県外からの即戦力となる人材の獲得支援・助成（プロフェッショナル人材戦略拠点の運営） 
・中小企業において、マーケティングや新商品・サービス開発等の経験と熟練したスキルを有す

る人材の外部登用を通じた経営改善・経営革新を後押しするため、啓発活動の実施や相談窓口
を設置するほか、採用に係る経費の一部を助成 

 
求人情報発信に対する助成 

・中小企業が民間大手の就職情報サイトを初めて利用する際に要する初期費用の一部を助成  

 

（２）県内外の人材獲得                       
・若者をはじめとする人材の県内企業への就職促進に向け、就職支援協定締結大学

を足掛かりとした就職促進イベントをはじめ、就職・転職フェアを県内外で精力

的に開催するとともに、中小企業における即戦力となる優秀な人材の獲得をサポ

ートする。 

◎就職支援協定締結大学と連携した県内企業の魅力発信 

・就職支援協定締結大学と連携し、県出身学生等へ直接情報提供する仕組みを構築するなど情報

発信力を強化するとともに、都市部の学生をターゲットとした合同企業説明会や県内企業を巡

るバスツアー等を開催 
 
◎外国人留学生の県内就職促進 

・海外展開を進める県内企業を対象に、外国人留学生の活用セミナーを実施するとともに、イン

ターンシップや企業見学会等を通じた学生と企業との交流を促進 
 
県内出身大学生等のＵターン促進のための奨学金制度の充実 
・県外大学等に在学する学生が、卒業後、県内に居住し就業する場合に返還を全額免除する奨学

金制度の対象に、新たに専修学校（専門課程）を追加し、貸与人数を拡大 
 
求職者への就労支援（総合人材チャレンジセンターの運営） 

・県内５圏域で就労相談対応や企業説明会等を開催 
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（３）産学金官と連携した学生の県内定着の促進            

・中小企業の人材確保を強力に後押しするため、産学金官による協議会と連携した

学生の県内定着に向けたプロジェクトを推進する。 

産学金官連携人材育成・定着プロジェクトの推進 

・「オール岐阜・企業フェス」の開催 

大学生の県内企業への就職を促進するため、企業と学生らが集う県内最大規模の合同企業展

を開催 

・教授・学生への県内企業魅力体験ＰＲ 

県内企業の経営者や技術リーダーによる講義や、大学教員・学生が企業に訪問して行う現地

実習などを、大学の単位が取得できる正規の授業として実施 

 

（４）多様な人材の確保・活用の促進                 
・高度人材として期待される外国人留学生の県内就職や、子育て中の女性や高齢者

の就業を後押しするための働きやすい環境づくりの促進など、多様な人材の活用

を支援する。 

◎外国人留学生の県内就職促進［再掲］ 

・海外展開を進める県内企業を対象に、外国人留学生の活用セミナーを実施するとともに、イン

ターンシップや企業見学会等を通じた学生と企業との交流を促進 
 
女性の活躍推進に向けた「女性の活躍支援センター」の事業拡充 

・「女性の活躍支援センター」の相談員を増員するとともに、新たに再就職を希望する女性を対

象に、職場見学会を兼ねたインターンシップや合同企業説明会を開催 
 
「子育て支援エクセレント企業」の拡大促進 

・「子育て支援エクセレント企業」の認定拡大を図るため、認定企業を広くＰＲするほか、認定

を目指す企業に対し、アドバイザーの派遣や、認定に必要な取組みを行う経費の一部を助成 
 

高齢者なども含めた多様な人材活用に向けた雇用環境の整備促進・マッチング支援 

・企業の経営者や人事労務担当者向けに、高齢者の活用に向けた環境づくりを促すセミナー等を

開催 

・総合人材チャレンジセンターにおける就労支援、企業とのマッチングを実施 

 

＜人材育成＞ 

（５）地域の産業で活躍できる人材の育成               
・地域の産業が求める人材の確保に向け、県内の幅広い求人・求職ニーズに対応し

た産業人材の育成を継続して実施していく。 

職業能力開発施設における人材育成 

・国際たくみアカデミー及び木工芸術スクールにおいて、産業界のニーズに対応する専門的知識

・技術を備えた即戦力となる人材を育成 
 

離職者等を対象とした職業訓練の実施 
・公共職業安定所で求職中の離職者等を対象とし、就職に必要な知識や技能を身につけ早期就職

に導くため、県内の幅広い求人ニーズに対応し、再就職に即効性のある職業訓練を実施 
 
製造業等の企業在職者を対象とした職業訓練、階層別・女性向け研修等の体系的な人材育成 

・工場長を対象とした「工場長塾」、現場の管理者を対象とした「部門長塾」等の階層別研

修や女性を対象とした「モノづくり女子塾」等を体系的に実施 
 
岐阜県成長産業人材育成センター、モノづくり教育プラザ等での人材育成 

※重要プロジェクト［４］［５］に詳細掲載 



5 

 

 

 

＜障がい者の一般就労拡大＞ 

（６）障がい者の一般就労に向けた支援体制の強化           
・関係機関との緊密な連携の下、就労相談、企業の雇用体制の構築、企業と障がい

者のマッチング等を推進する。 

就業を希望する障がい者への支援（企業見学会の実施、合同面接会の開催）  

・就業を希望する障がい者と企業とのマッチングの機会として合同面接会を開催するとともに、

就労移行支援事業所等の利用者を対象とした企業見学会を実施し、一般就労を促進 
 
障がい者を雇用する企業への支援（障がい者セミナー、雇用後のサポート等）  

・「障がい者雇用企業支援センター」による障がい者雇用に向けた受け入れ体制の整備、仕事の

切り分け、支援機関とのネットワーク構築等の支援を実施 
 
ハート購入制度（障害者雇用努力企業からの物品調達制度）の拡充 

・企業の障がい者雇用をさらに後押しするため、障がい者雇用率４%以上の企業から物品や役務

を優先的に調達する県独自の「ハート購入制度」を拡充。また、県制度融資の対象に、障害者

雇用努力企業を追加 
 
障がい者雇用企業支援センターの機能拡充  

・企業の障がい者雇用に対する支援に加え、障がい者の就労相談等の機能を拡充 

 

（７）障がい者の一般就労に向けた能力開発             
・障がい者の就労に係る相談、訓練、マッチング、定着を支援するセンターを整備

する。 

◎障がい者総合就労支援センター（仮称）［障がい者職業能力開発校設置］の整備 

・障がい者の就労に係る相談、訓練、マッチング、定着を支援するセンターを整備 

・同センターに設置する「障がい者職業能力開発校」の訓練カリキュラムや支援体制を構築 
 
障がい者の就労ニーズを基にした短期の訓練［障がい者委託訓練］の実施 

・同センターにおいて実施する１年間の職業訓練以外にも、障がい者の就労ニーズを踏まえた短

期（３ヶ月程度）の障がい者委託訓練を実施し、早期就労に向けて効果的に支援 
 

（８）障がい者の職場定着支援の強化                 
・企業内で障がい者の職場定着を推進する職場適応援助者（ジョブコーチ）の養成

を進めるほか、「障害者就業・生活支援センター」の支援体制を強化し、就労と

雇用双方向の支援に取り組む。 

障害者就業・生活支援センターの支援体制の強化（障がい者雇用開拓員・精神障がい者支援 

ワーカーの配置） 

・障がい者雇用開拓員のほか、増加する精神障がい者の求職に対応していくため、「精神障

がい者支援ワーカー」を県内の各障害者就業・生活支援センターに配置 
 
企業における職場適応援助者（ジョブコーチ）の養成支援 

・障がい者の職場定着を支援するため企業等が配置する職場適応援助者の養成を支援 
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現状・課題 

・本県は、県内総生産や従業員数の約４分の１を製造業が占め、全国と比較しても製

造業の割合が高い「モノづくり県」である。中小製造業の多くが、海外の廉価品と

の価格競争や差別化、熟練技術者の高齢化、技術革新に即した高付加価値商品開発

にどう対応するかといった課題に直面している。 

・課題解決の有力な手段として、県内中小企業もＩＴ、ＩｏＴの活用の検討を始めて

いるが、ヒト・モノ・カネ・情報の不足等により導入は進んでいない。第４次産業

革命の時代を迎えるなか、県内中小企業の生産性向上や新商品・技術開発、付加価

値創造への対応が喫緊の課題となっている。 

 
 

今後の方向性 

 

 

 

 

 
 
数値目標 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

［２］岐阜県第４次産業革命推進プロジェクト 

○｢岐阜県ＩＴものづくり推進ラボ」による県内企業のＩｏＴ導入・活用啓発に向

けた段階的な支援 

○県試験研究機関によるＩｏＴ化の研究開発、研究成果の実用化に向けた現場実

証、県内企業のＩｏＴ導入に対する助成 

○本プロジェクトを推進する上での中核的拠点としてのソフトピアジャパンや 

ＩＡＭＡＳの活用、県内大学・ＩＴ関連団体等の連携強化 

ソフトピアジャパン 

３２年 

1,000 億円 

２６年 

652 億円 

県内情報サービス業の年間売上高 

２４年 

523 億円 

３２年 

1,160 万円 

２６年 

920万円 

従業員１人当たりの付加価値額（従業員 4人以上の事務所） 

２４年 

940 万円 

産学官連携で開発したスマート金型 
（素材温度等を測定するセンサーを設置） 
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主な取組み                 ※◎印はＨ２９以降の新規事業 

 

 

＜ＩｏＴの導入啓発＞ 

（１）岐阜県ＩＴものづくり推進ラボによる県内企業へのＩｏＴ導入・活用啓発   
・県内産業支援機関、業界団体及び大学等が連携して立ち上げた「岐阜県ＩＴもの

づくり推進ラボ（平成２８年８月～）」を核に、県内中小企業へのＩｏＴ導入・

活用を啓発 

【情報提供・啓発】 

岐阜県ＩＴものづくり推進ラボ構成員による定期的な情報交換・共有 

・「岐阜県ＩＴものづくり推進ラボ」構成員が、中小企業からの相談案件や関連事業の進捗等につ

いて情報を定期的に交換・共有し、中小企業への最適なＩｏＴ導入・活用支援を計画・立案 
 
ＩｏＴ活用に関するセミナー・事例視察・導入事例紹介等による普及啓発・情報発信 

・「岐阜県ＩＴものづくり推進ラボ」を核に、成功事例の視察や最新技術・導入事例を紹介する講

演会・セミナー等を開催 
 
専門家によるＩｏＴ導入に係る相談会等開催、県内各支援機関での公的相談窓口 
・最新技術やＩｏＴに精通した専門家が、ＩｏＴ導入を検討する中小企業の初期相談に対応 
  

【助言・指導】 

ＩｏＴ活用に係るカイゼン指導者の育成、中小製造業の現場派遣による相談対応、助言・

指導(スマートものづくり応援隊)  
・製造業の業務システムや生産現場の知見を有するカイゼン指導者（スマートものづくり応援隊）

が、企業からの派遣要請に応じて、派遣先企業におけるＩｏＴやロボット導入、現場カイゼンを

助言・指導 

・（公財）ソフトピアジャパン、県情報技術研究所、（公財）県産業経済振興センター、情報科学

芸術大学院大学（ＩＡＭＡＳ）、岐阜大学等公的機関での相談対応を実施 
 
 
【体験・活用支援】 

◎最新機器の体験・利用拠点（ものづくり空間 Fab-core（ﾌｧﾌﾞｺｱ））の整備・運営 

・複合材料に対応できる高性能の３Ｄプリンターやスキャナー、製造・生産現場への導入により付

加価値の高い商品開発が期待できるデジタル工作機器など、生産性の向上につながるＩｏＴ機器

の体験・利用拠点をＦａｂ－ｃｏｒｅ内に整備し、活用を促進 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

http://www.iamas.ac.jp/
http://www.iamas.ac.jp/
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＜研究開発＞ 

（２）地域産業のモノづくりスマート化のための研究開発        
・県試験研究機関が県内中小製造業等と連携し、県内主要産業の工業製品の製造に

役立つ高度な情報化（スマート化）を確立して生産品質と生産効率の飛躍的向上

を図る。 

◎県試験研究機関と中小製造業との連携による高度情報化技術の開発（モノづくりスマート 

化推進プロジェクト） 

・県試験研究機関と中小企業、岐阜大学が連携し、工業製品の製造に役立つ高度な情報化の確立に

向け、以下の研究開発プロジェクトを実施 

① 自動車部品等の金属製品のスマート生産・保全 〔工業技術研究所、情報技術研究所、企業〕 

－設備機器の故障や工具劣化の予兆信号の検出技術、プレス金型の故障を判断する技術開発 

② プラスチック等の樹脂製品の成型機械のスマート監視・制御 〔情報技術研究所、企業〕 

－ユーザーに納品した機器の稼働データをクラウドで活用し、リモート監視する技術開発 

③ 伝統技術「曲げ木」による部材製造のスマートアシスト 〔生活技術研究所、企業〕 

－曲げ木部品の加工における不具合の発生条件の解析と、これを生かした生産装置の開発 

④ 焼成炉のスマート管理による省エネルギー化   〔セラミックス研究所、岐大、企業〕 

－炉内の温度均一化や排気熱利用が可能な焼成炉の開発 

 

 

＜現場実証＞ 

（３）研究成果を活用した中小企業における現場実証         
・県試験研究機関の研究成果を活用し、県内中小企業と連携した現場実証を行い、

ＩｏＴ化の具体例と効果を明らかにすることで、ＩｏＴ技術の普及を促進する。 

◎研究成果を活用した産官共同によるＩｏＴ化促進 

・県試験研究機関と県内企業・ＩＴ企業とがコンソーシアムを組み、ＩｏＴ化に係る研究成果の

現場実証を行い、その成果の公開により県内におけるＩｏＴ技術の普及を促進 
 

 

＜ＩｏＴ導入への支援＞ 

（４）県内企業のＩｏＴ導入に対する助成               
・県内企業のＩｏＴ導入を支援・促進するため、計画策定や機器整備等を支援する。 

【導入支援】 

◎有識者によるＩｏＴ機器整備の計画策定･導入に係る助言･指導(ＩＴ設備整備促進委員

会) 

・企業のＩｏＴ導入フェーズにおいて、有識者で組織される「岐阜県ＩＴ設備整備促進委員会」が、

企業のＩＴ投資計画の有効性や投資効果等に関して助言・指導 
 

◎県内企業のＩｏＴ導入に係る計画策定・購入に対する補助 

・ＩｏＴ機器を導入する中小製造業等に対する機器導入に向けた計画策定や機器整備・システム構

築に要する経費を補助 
 
◎ＩｏＴ設備を対象にしたより低利（0.5%）の制度融資貸与枠の創設 

・第４次産業革命に対応すべく中小企業のＩｏＴ設備の導入を推進するため、低利(1.0%)の設備貸

与制度「モノづくり設備整備強化事業」に、新たにＩｏＴ設備を対象としたより低利(0.5%)の貸

与枠を創設 
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＜ソフトピアジャパン・ＩＡＭＡＳ等の機能強化＞ 

（５）ソフトピアジャパンでのＩＴを活用した販路拡大、新商品・サービス開発 
・ＩＴ企業が集積するＩＴ拠点ソフトピアジャパンを中心に、情報サービス産業の

振興、ネットショップをはじめとするＩＴビジネス活用の促進、新商品・新サー

ビスの産学官共同開発の促進などを総合的に支援する。 

ネットショップ参入などＩＴビジネス活用を総合的に支援する窓口（ネットショップ・ネットビ

ジネス総合支援センター）の運営 

・中小企業のインターネットの活用を総合的に支援する「ネットショップ・ネットビジネス総合

支援センター」を大垣市、土岐市に続き、新たに高山市に設置。また、ＩＴを活用した経営改

革を支援するＩＴ経営応援隊を企業に派遣 
 

新商品・新サービスの産学官共同開発に対する補助 

・ソフトピアジャパン・エリア企業や県内企業に対して、ＩＡＭＡＳや県内外大学等学術機関の

有する専門的知見や研究成果等を活用した新商品・サービス開発を公募提案のうえ、採択事業

を支援 
 

ＩｏＴ活用に係るカイゼン指導者の育成・中小製造業の現場派遣による相談対応、助言

・指導［再掲］  
・製造業の業務システムや生産現場の知見を有するカイゼン指導者（スマートものづくり応援隊）

が、企業からの派遣要請に応じて、派遣先企業におけるＩｏＴやロボット導入、現場カイゼン

を助言・指導 

 

（６）ＩＡＭＡＳでの世界に通用する人づくり（科学と芸術の融合分野）  
・メディア表現教育の先駆けであるＩＡＭＡＳでは、世界に通用する教育研究を継

続・発展させ、一層の魅力向上を図る。 

 世界に通用する高度な研究体制の構築、研究成果の整理・活用の検討 

・全国から優秀な学生を獲得し優れた卒業生を輩出するため、研究体制の高度化や、時代を先取

りした最新技術の研究活動への導入など、ＩＡＭＡＳの魅力向上に向けた取組みを推進 

・過去の研究成果の整理・アーカイブ化、現在の技術とのコラボ等活用促進のための仕組みづく

りを検討 
 

国内外で活躍する卒業生との連携強化 

・国内外で活躍するＩＡＭＡＳ卒業生との連携を強化し、県内産業振興への技術協力やビジネス

上のパートナーシップ構築等を促進 

 

（７）県内大学、ＩＴ関連団体等の連携強化  
・県内産業のＩｏＴ化を推進するため、大学やＩＴ関連団体等との連携強化を図る。 

 岐阜大学との産学官連携によるＩｏＴ推進に向けた研究開発、企業支援 

・国内初となるＩｏＴと金型を組み合わせた「スマート金型開発拠点」を構内に整備する岐阜大

学と連携し、産学官による共同研究を実施 

・岐阜県ＩＴものづくり推進ラボの一員である岐阜大学が開設する、ＡＩやＩｏＴ人材を育成す

る知能理工学専攻、共同研究等を行う知能科学研究センターと連携した企業支援を実施 
 

岐阜県情報産業協会をはじめとする関連団体等の機能強化及び連携強化 

・県内産業におけるＩＴとモノづくりの融合を一層支援するため、関連団体の連携・機能を強化 
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現状・課題  

・国内市場の縮小、価格競争激化への対応のため、県内のモノづくり企業は、新事業

・新分野への進出や付加価値の高い新商品の開発を行うとともに、国内外の競争に

打ち勝つ商品を県外、海外の市場やインターネット市場へ積極的に展開し、活路を

見出している。 

 ・特に、海外市場開拓は、国内市場開拓に比べコストもリスクも高い（輸送コスト、

関税、言葉の壁、商習慣など）にも関わらず、市場の拡大が見込まれることから、

海外展開を目指す企業がある。 

・こうした中、県内中小企業の競争力を高めて行くためには、このような意欲ある

企業の海外市場への展開や、優れた県産品の積極的な国内外への発信を強力に支

援していくことが必要である。 

 
 
今後の方向性 

 

 

 

 
 
 
 
数値目標 

 

 

 

 

 

 
 

 

［３］海外展開・販路拡大支援プロジェクト 

○海外デザイナーとの連携による国際見本市への出展など、意欲ある県内中小企業

の海外市場への展開支援 

○国内外の見本市・展示会への出展や首都圏でのテストマーケティングなど、県産

品の販路拡大のためのビジネスチャンスの提供 

○新分野に挑戦する中小企業の新商品開発、販路開拓等への支援 

ミラノ・サローネ 岐阜県ギャラリー 

FOODEX JAPAN 岐阜県ブース 

３２年 

6,000 億円 

 

２６年 

4,503 億円 

アジア、北米、西欧向けの輸出額（※） 

２４年 

4,361 億円 

（※）工業統計調査における製造品出荷額のうちアジア、北米、西欧向け 

輸出製品の出荷額 

３２年 

3,600 億円 

 

２６年 

3,288 億円 

 

県内食料品製造業（４人以上）の製造品出荷額 

２４年 

3,087 億円 
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主な取組み                 ※◎印はＨ２９以降の新規事業 

 

 

＜県産品の販路拡大＞ 

（１）中小企業の海外展開チャレンジ支援               

・世界で活躍する海外デザイナーと県内企業とのマッチングにより世界に通用する

商品開発を行うほか、魅力ある県産品の世界最大規模の国際見本市への出展や越

境ＥＣ（電子商取引）を活用した販売サイトを通じて支援する。 

新商品開発、ブランドイメージ向上のための世界最大規模の国際見本市出展 

・海外デザイナーとの連携などにより開発した商品を国際見本市に出展するとともに、国内外に

おける販路拡大及び販売促進に向けたプロモーションを実施 
 

「海外連携型アンテナショップ」（ＧＡＳ）等を活用した県産品の販売、テストマーケ

ティングによる商品のブラッシュアップ支援 
・海外主要都市に県産品を継続販売するパートナー拠点「ＧＡＳ」において、テストマーケティ

ング等を通じて、海外市場の開拓及び販路拡大を支援 
 

国内外での見本市・展示会への出展等にかかる補助 

・中小企業の国内や海外での展示会への出展、展示会の開催にあたり、必要経費の一部を補助 
 

◎越境ＥＣを活用した海外販路の拡大 

・中小企業の魅力ある県産品を販売するため、海外向け県産品販売サイトを展開 

 

（２）国内におけるビジネスチャンスの提供              
・国内の見本市・展示会への出展やネットショップへの参入を支援し、県内中小企

業に対し販路拡大のためのビジネスチャンスを提供する。 

「rooms」や「FOODEX(食品展示会）」等の大規模見本市への出展支援 

・知名度が高く集客力の大きい見本市に県が率先して企業参加型のブースを出展 
 
「THE COVER NIPPON」を活用したテストマーケティングによる商品のブラッシュアップ支援、 

「THE GIFTS SHOP」を活用した県産品の販売、販路拡大及び情報発信 
・県産品の企画展示、常設販売やテストマーケティングを実施 

 
ネットショップ・ネットビジネス総合支援センターを通じたネットショップへの参入等の支援 
・中小企業のインターネットの活用を総合的に支援する「ネットショップ・ネットビジネス総合

支援センター」を大垣市、土岐市に続き、新たに高山市に設置 
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＜新商品開発、異業種参入等の促進＞ 

（３）新分野に挑戦する中小企業の新商品開発、販路開拓等への助成   
・新分野に挑戦する中小企業の新商品・サービスの販路開拓を支援するほか、新商

品開発などへの助成を行う。特に食品産業においては、産業基盤を強化し、商品

力、販売力を向上させるため、商品開発、各種商談会への出展支援等を実施する。 

新分野に挑戦する中小企業の新商品開発、販路開拓等への支援 

・中小企業等の優れた新商品・サービスを県が認定しＰＲするとともに、試験的に購入し販路開

拓を支援。また、（公財）岐阜県産業経済振興センターが行う、中小企業等の新規事業・新サ

ービスの立ち上げや成長分野への業種転換・多角化、新商品開発などへの助成に対して支援 
 

◎食品産業における首都圏消費者ニーズを反映した商品開発支援 

・県内食品製造事業者と首都圏小売事業者とをマッチングし、首都圏の消費者意見を取り入れた

商品化を支援。また、開発した県産品は首都圏店舗のほか大手通販サイトにて全国へ販売 
 

◎食品産業における企業間連携促進のための実態調査・食品製造業者間の連携促進 

・食品表示法改正による平成３２年４月からの、食品製造加工業者表示の完全義務化等に備え、 

受託生産が可能な県内事業者の製造ラインや機材の保有状況・衛生管理体制を調査し、当該情

報を活用した企業間連携を促進することで、１事業者では内製化できない商品開発を支援 
 

◎食品産業における成長産業人材育成センターを活用した人材育成  

・販路拡大に取り組む県内食品製造事業者に対し、販路開拓や商品開発に関する研修等を開催す

るほか、品質管理に関するセミナー等を開催し、岐阜県版ＨＡＣＣＰの導入を促進 
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現状・課題 

・民間の中小型機・リージョナル機の新規需要は、今後２０年間で２.１倍に増加する

と予想されていることに加え、近年、国際共同開発旅客機（ボーイング７８７等）

の日本の生産分担比率が高まってきていること、我が国初の国産ジェット機ＭＲＪ

(三菱リージョナルジェット）の量産化も予定されていることから、市場の拡大が期

待される。 

・こうした中、本県が市場の拡大を取り込み、航空宇宙産業を発展させていくために

は、同産業に対する総合的な支援が必要である。 

 

今後の方向性 

 

 

 

 

 
 
 

数値目標 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

［４］航空宇宙産業の製造品出荷額倍増プロジェクト 

○各拠点を活用した切れ目のない航空宇宙分野の人材育成・確保 

・小中学生：岐阜かかみがはら航空宇宙博物館における航空宇宙への興味喚起、将来の就業促進 

・高 校 生：モノづくり教育プラザにおける航空宇宙産業教育の実施・就業促進 

・就 業 者：岐阜県成長産業人材育成センターでのスキルアップ研修の充実 

○海外展開や競争力強化、他産業からの新規参入、宇宙分野進出の支援 

○中部各県等と連携した規制緩和や税制・金融措置による事業環境の整備 

岐阜かかみがはら航空宇宙博物館展示 

（イメージ） 

成長産業人材育成センター 

での研修の様子 

～３２年度 

3,500 人 

 

～２７年度 

584 人 

 

航空宇宙産業人材育成数（累計） 

２４年度 

122 人 

 

３２年 

4,000 億円 

258 件 

 

２６年 

2,571 億円 

 

県内航空宇宙産業の製造品出荷額 

２２年 

1,858 億円 

３２年度 

50 万人 

 

岐阜かかみがはら航空宇宙博物館 

リニューアルオープン後  

の入館者数（年間） 
２７年度 

１4 万人 
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主な取組み                 ※◎印はＨ２９以降の新規事業 

 

 

＜人材育成・確保の取組み充実＞ 

（１）岐阜かかみがはら航空宇宙博物館における小中学生の航空宇宙に  

     対する興味の喚起と同産業への将来の就業促進          
・主に小中学生を対象とした「かかみがはら航空宇宙科学博物館」のリニューアル

を、平成３０年３月に向けて実施する。 

リニューアル工事・オープン 

・航空宇宙に関する県内唯一の施設である同博物館のリニューアル(平成３０年３月予定)を、各

務原市と共同で実施。航空宇宙への興味を喚起し、航空宇宙産業界の課題である中長期の人材

確保に繋げる 
 
教育プログラムの開発・運営 

・校外学習等での利用を想定し、博物館の展示内容と関連付けた教育プログラムを開発、実施。

本事業は平成２８年９月に国の地方創生応援税制「企業版ふるさと納税」の対象事業に認定 
 
米国スミソニアン博物館や NASA、JAXA など国内外の関係機関との連携 

・博物館の魅力向上を図るため、国内外の航空宇宙関係機関と連携し、展示物や映像・資料を借

り受けるほか、人的交流を通じた展示・運営ノウハウを習得 

 
（２）モノづくり教育プラザにおける高校生への航空宇宙産業教育の  

    充実・就業促進                        
・即戦力として期待される工業高校生を対象とした「モノづくり教育プラザ」を設

置する。 

◎モノづくり教育プラザ（一期）の運用（実践型・現場対応型の航空機製造工程実習） 

・県立岐阜工業高校内に「モノづくり教育プラザ」を設置し、平成２９年度から航空機部品の切

削、組立などに必要な基本的な知識と技能を学ぶ実習を実施 
 
◎モノづくり教育プラザ（二期）の整備・運用 

・航空宇宙産業界標準の設計技術及び実機（機体、エンジン、電子機器等）を活用した、より高

度な産業教育を行うために必要な実習棟の整備に着手（平成３１年４月運用開始予定） 

 
（３）岐阜県成長産業人材育成センターにおける就業者のスキルアップ 

    研修の充実                           
・平成２８年１１月に開所した「岐阜県成長産業人材育成センター」において、就

業者を対象とした航空機組立技術や非破壊検査技術など航空機製造に係る技術者

の育成を実施する。 

航空機製造組立技術者、非破壊検査技術者、一貫生産人材育成研修 

・生産拡大への対応に必要な人材の確保・育成を行うために、航空機製造現場技術者等の育成を

継続。また今後の海外展開を見据え、国際規格に対応した非破壊検査技術者育成研修を実施 
 
◎運営協議会等における企業ニーズを反映した新たな研修メニューの企画・実施等 

・業界ニーズの把握および効果的な研修メニューを企画・実施するため、企業や業界団体、有識

者、産業支援機関などをメンバーとする運営協議会を定期的に開催 
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＜競争力強化、海外展開支援＞ 

（４）競争力強化・海外展開への支援                 
・新たな生産体制の構築や新技術・新工法開発、認証取得等に対する助成や、展示

会・商談会への出展を支援するとともに、専門家（コーディネーター）による相

談窓口を設置し技術開発や販路開拓、人材育成等の総合的な支援を行う。 

従来の取引系列を超えた新規受注の獲得、県内企業の海外展開に向けた取組みの支援 

・国内で行われる国際的な展示商談会において、県が展示小間を確保して県内企業の出展を支援。

また、欧州等海外企業との交流や商談等をサポート 
 
◎総合相談窓口でのコーディネーターによる相談対応、販路開拓支援等の総合的支援 

・(公財)岐阜県研究開発財団に専門家（コーディネーター）を配置し、航空宇宙分野における県

内企業の新規参入や新たな事業展開、新技術の開発、販路開拓、人材育成など、切れ目なく総

合的に支援 
 

既存企業の新技術開発、生産体制構築に対する助成 

・県内中小企業が行う新たな生産体制の構築や新技術・新工法の開発などの取組みに対して必要

な経費を助成することにより、生産性向上や新事業展開など競争力強化を支援 

 

＜他産業からの新規参入、宇宙分野への進出＞ 

（５）新規参入・宇宙分野進出への支援                 
・新技術開発や認証取得への助成、専門家による総合相談窓口の設置などにより、

他分野から航空宇宙産業分野への新規参入や、新たな宇宙分野への展開に対し、

支援する。 

他産業からの新規参入や宇宙分野進出を目指す企業の認証取得等に対する助成 

・他分野からの新規参入や宇宙分野等への新たな事業展開を図るため、県内中小企業が行う新技

術・新工法の開発やＪＩＳＱ９１００等の認証取得に必要な経費を助成 
 
◎総合相談窓口でのコーディネーターによる相談対応､販路開拓支援等の総合的支援[再

掲] 

・(公財)岐阜県研究開発財団に専門家（コーディネーター）を配置し、航空宇宙分野における県

内企業の新規参入や新たな事業展開、新技術の開発、販路開拓、人材育成など、切れ目なく総

合的に支援 
 
岐阜県成長産業人材育成センターでの宇宙分野への進出に向けた各種セミナーの開催 

・新たに宇宙分野への展開を推進するために、宇宙分野にかかる最新技術や業界動向、技術ニー

ズ等の必要な情報や知識習得のためのセミナーを実施 

 

＜地域連携による事業環境の整備＞ 

（６）中部各県等と連携した規制緩和や税制・金融措置による事業環境の整備  
・国際戦略総合特区制度を活用した規制緩和や税制・金融面の支援により、企業の

事業環境を整備する。 

国際戦略総合特区「アジアＮｏ.１航空宇宙産業クラスター形成特区」を活用した支援 
・中部各県や県内市町村と連携し、区域や企業の指定拡大を図る（平成２８年１２月現在、県内

２２市町５６事業者が指定）とともに、支援継続を国に働きかけ 
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現状・課題 

・成長産業に位置付けた４分野(医療福祉機器･食料品･医薬品･次世代エネルギー)にお

いては、これまで、着実な成長を後押しするため、県産業経済振興センター等の産業

支援機関や試験研究機関などが緊密に連携し、新規参入、新製品開発、販路開拓、人

材育成等を支援する体制の構築に努めてきた。この結果、分野ごとに支援人材の設置

が進んだほか、平成２８年１１月には産業人材の育成拠点｢成長産業人材育成センタ

ー｣が整備されたところである。 

・今後は、構築された支援体制を最大限に活用し、４分野が県経済をけん引する産業

へと発展するよう、企業ニーズに応じて伴走型で支援していく必要がある。 

 
今後の方向性 

 

 

 

 

 
 

数値目標 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

［５］成長産業分野振興プロジェクト 

○「成長産業人材育成センター」を活用した成長４分野（医療福祉機器・食料品・医

薬品・次世代エネルギー）における人材育成 

○健康、福祉、安全、快適等を切り口とした新商品・サービスの創出や産学官連携に

よる福祉・生活支援機器の開発など、医療福祉機器・食料品・医薬品分野の支援 

○次世代自動車・次世代住宅の普及啓発、産学金官連携による研究開発や事業化・製

品化の支援など、次世代エネルギー・技術の利活用促進 

 

成長産業人材育成センター 
３２年 

2,000 億円 

 

２６年 

1,738 億円 

 

医薬品、医療福祉機器分野の製造品出荷額 

２４年 

1,964 億円 

 

～３２年度 

2,500 人 

258 件 

 

２７年度 

0 人 

 

成長産業４分野を対象とした研修受講者数（累計） 

郡上市（石徹白）の小水力発電所と 

燃料電池自動車（県公用車 MIRAI） 

３２年度 

12.0 ＰＪ 

 

２７年度 

１０．２ＰＪ 

 

再生可能エネルギー導入量 

２４年度 

５．６ＰＪ 

 



17 

 

 

主な取組み                 ※◎印はＨ２９以降の新規事業 

 

＜成長産業分野の支援体制強化＞ 

（１）成長産業人材育成センターでの人材育成             
・成長４分野のさらなる発展のため、成長産業人材育成センター（平成２８年１１

月～）において、専門人材を育成するための研修を充実・強化することにより、

成長産業分野への県内事業者の新規参入や新たな事業展開などを支援する。 

◎［医療福祉機器産業］新規参入向け基礎研修、事業拡大ステップアップ研修等の実施 

・医療福祉機器に関する関連法令・規制等の基礎的研修と、新製品開発手法や製造販売手法など、

事業拡大に必要なステップアップ研修を実施 

◎［次世代エネルギー産業］エネルギー事業者、省エネ推進リーダー、エネルギー地産地

消推進リーダー等を対象とした研修・セミナー等の実施  

・新規参入や省エネによる競争力強化などを目指す事業者を対象に、推進役として必要な発電・

省エネ関連技術、事業設計等に関する研修を実施。また、地域においてエネルギーの地産地消

等を担う市町村職員、県民を対象とした再生可能エネルギー・省エネに関する普及啓発を実施 

◎［食品産業］産業技術センターの食品品質管理等に関する研修の実施 

・中小企業の技術者を対象として、保存性評価や異物分析など食品の品質管理に必要な分析技術

や分析データの利用方法について、実際の装置を用いた実習形式の研修を実施 

 ・食品科学研究所開設後は、当該研究所と連携した研修を実施 

◎［医薬品産業］企業の課題・ニーズの把握、研修カリキュラムの策定、研修の実施  

・製薬企業や新規参入を目指す食品会社等を対象に、人材の確保・育成に関する課題やニーズを

把握するための調査を実施し、企業競争力強化につながる専門人材の育成に向けた研修カリキ

ュラムを策定 

 ・策定したカリキュラムを基に、医薬品製造の品質管理等に関する研修を実施 

 

 

＜医療福祉機器・医薬品分野支援＞ 

（２）健康、福祉、安全、快適等の切り口での新商品・サービス等の創出    
・本県の強みである製造業、情報産業の集積等を活かし、精密加工技術、ＩｏＴな

どを活用した医療機器開発・医薬品製造等を促進する。 

専門のコーディネータによる薬機法やＩＳＯ規格に係る認証取得の相談対応 

・治験・薬事申請、販路開発など専門知識を持つコーディネータを研究開発財団医工連携推進室

に配置するとともに、適宜、外部アドバイザーを活用し、ヘルスケア分野への新規参入など、

薬機法やＩＳＯ規格に関わる認証取得の相談に対応 

県内企業と医療機器メーカー・商社等とのマッチング支援 

・県内モノづくり企業と医療・福祉現場や医療機器メーカー・商社等とのマッチングを進め、事

業化を見据えた研究会形成や新商品開発支援を支援 

医療福祉機器関連展示会への出展支援、販路開拓支援 

・県内モノづくり企業が開発した製品の商社等への紹介支援や、医療福祉機器関連展示会への出

展・出展支援を実施することで、企業の販路開拓を支援 

医療福祉機器や医薬品等の成長分野における新たな生産体制の構築や認証取得等への助成 

・成長分野において、県内中小企業者等が新規受注獲得や新規参入などを目指すために必要とな

る生産体制の構築、新技術・新工法・新製品の開発、認証・認可取得等の事業経費を支援 
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（３）産学官連携による福祉・生活支援機器の開発             
県内企業が持つ優れたモノづくり技術を活用し、産学官連携・医工連携により、

リハビリ・介護現場のニーズに基づく福祉・介護関連機器、生活支援機器を開発

する。 

産学官連携による要素技術の実用化研究､試作､実証実験の実施、製品化フォローアップ 

・安全性を考慮した高齢者用電動ビークル、日常生活の場面に適した高齢者用椅子、超軽量で身

体にフィットする下肢装具、障がい者就労支援システムを開発 

 

 

＜食品分野支援＞ 

（４）食品産業の基盤強化支援                    

・産業基盤を強化し、商品力、販売力を向上させるため、商品開発、各種商談会へ

の出展支援等を実施。また、商品開発、販路開拓、品質管理等に関する人材育成

も併せて実施する。 

◎食品産業における首都圏消費者ニーズを反映した商品開発支援［再掲］ 

・県内食品製造事業者と首都圏小売事業者とをマッチングし、首都圏の消費者意見を取り入れた

商品化を支援。また、開発した県産品は首都圏店舗のほか大手通販サイトにて全国へ販売 
 
◎食品産業における企業間連携促進のための実態調査・食品製造業者間の連携促進［再掲］ 

・食品表示法改正による平成３２年４月からの、食品製造加工業者表示の完全義務化等に備え、

受託生産が可能な県内事業者の製造ラインや機材の保有状況・衛生管理体制を調査し、当該情

報を活用した企業間連携を促進することで、１事業者では内製化できない商品開発を支援 
 
◎食品産業における成長産業人材育成センターを活用した人材育成［再掲］ 

・販路拡大に取り組む県内食品製造事業者に対し、販路開拓や商品開発に関する研修等を開催す

るほか、品質管理に関するセミナー等を開催し、岐阜県版ＨＡＣＣＰの導入を促進 
 

（５）岐阜県食品科学研究所（仮称）の整備［別掲］              
・県と大学の『食品科学分野の連携に関する協定』に基づき、岐阜大学敷地内に岐

阜県食品科学研究所（仮称）を整備する。 

整備概要：３階建（１～２階は県試験研究機関、３階は大学の占有）、総事業費 約２０億円 

新たな機能： 

・市場拡大が見込まれる機能性表示食品の研究開発・技術支援体制の強化  

・企業の若手技術者や大学院学生が交流できるサロンを設置し、産学官連携を促進 

・３階の大学占有部分を活用し、共同研究や学生に対する実践的教育を推進 
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＜次世代エネルギー分野支援＞ 

（６）次世代エネルギー・技術の利活用促進               
・大学等が有する技術シーズと事業者ニーズのマッチング支援を行い、産学金官連

携により次世代エネルギー・技術の研究開発、事業化・製品化等を支援し、関連

産業の振興を図る。 

次世代エネルギー分野をサポートするコーディネーターによる伴走型支援の実施 

（県エネルギー活用サポートデスク） 

・県庁内に設置した「エネルギー活用サポートデスク」が窓口となり、コーディネーターを中心

に事業者の新規参入、産学金官のマッチングによる技術開発、販路開拓等を伴走型で支援 
 
◎市町村の再生可能エネルギーの創出・活用の取組みへの支援 

・地産地消型エネルギーシステムのモデルとなる先進的な市町村、住民組織等の取組みを支援す

ることで、地域特性に応じた普及モデルを確立し、県内への普及展開を目指す「１市町村１エ

ネルギープロジェクト」を展開 
 
次世代エネルギー・技術の普及促進 

・エネルギー性能に優れた次世代住宅や温室効果ガスを排出しない次世代自動車など、次世代エ

ネルギーと最適技術の使用定着による省エネルギーを推進 
 
（電気自動車、燃料電池自動車等） 

・電気自動車、燃料電池自動車等の次世代自動車の普及基盤となる充電設備、水素ステーション

の整備に対する支援と、次世代自動車の普及啓発を実施 

（水素ステーション） 

・水素ステーションを整備する民間事業者に対し補助を実施することにより、県内全域で供給で

きる体制を整備し、燃料電池自動車の初期需要を創出（補助率：１／２以内） 
 
（ゼロエネルギーハウス等）  

・県内企業の改正省エネ基準・ゼロエネルギーハウス（ＺＥＨ）に関する知識と基礎的技術の底

上げを目的とした人材育成と、施主となる県民に対しＺＥＨの普及啓発を実施。 

 

（７）産学金官連携による次世代エネルギー・技術の研究開発等の推進  
・産学金官が連携する次世代エネルギー産業創出コンソーシアムを核とした研究開

発等を促進することで、関連産業の振興を図る。 

次世代エネルギー産業コンソーシアムによる地域エネルギー事業の振興、ワーキンググ 

ループに対する調査研究・技術開発支援  

・次世代エネルギー産業創出コンソーシアムの運営のほか、複数のコンソーシアム会員で構成さ

れるワーキンググループが行う次世代エネルギー技術に関する研究・開発・製品化・事業化等

に対する助成を実施 
 

岐阜大学次世代エネルギー研究センターとの連携強化 

・岐阜大学次世代エネルギー研究センターとの連携を強化し、技術シーズに基づくコンソーシア

ムのワーキンググループ形成を促進するとともに、成長産業人材育成センターでの専門人材の

育成等を推進 
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現状・課題 

・本格的な人口減少社会が到来した国内においては、観光地におけるリピーターの確

保や観光消費額のアップが求められている。また、急増する外国人観光客を始めと

して観光客のニーズが多様化する中、観光地間の誘客競争は今後一層激化すること

が予想される。 

・こうした中、本県が世界的な観光地としてさらなる成長を遂げるには、これまでの

取組みに加え、効果的な魅力発信や新たな需要の取り込みが不可欠であるため、岐

阜県ならではの周遊・滞在型観光を定着させることで、観光消費のさらなる拡大、

ひいては観光産業の基幹産業化を目指す。 

 
今後の方向性 

 

 

 

 

 

 
 
 
数値目標 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

［６］観光産業の基幹産業化プロジェクト 

○観光消費拡大につながる質の高い観光資源づくり 

・広域周遊観光の核づくり（関ケ原古戦場、リニア岐阜県駅周辺） 

・「岐阜の宝もの」等観光資源の市場化 

○主要観光地の魅力を活かした観光誘客プロモーション 

・「世界に誇る遺産」等を核とした国内・海外誘客 

○世界に選ばれる観光地域づくり 

・競争力の高い観光地域づくり（観光産業を支える人材育成、ＤＭＯ形成） 

・ユニバーサルツーリズムの普及（バリアフリー観光、受入環境整備） 

関ケ原古戦場における武将イベント 

観光地のバリアフリー状況調査 

３２年 

4,600 万人

円 

 

２７年 

4,360 万人

円 

 

観光入込客数（実数） 

２４年 

3,619 万人

円 

 

３２年 

5,000 億円 

258 件 

 

２７年 

4,214 億円 

観光消費の経済波及効果 

２４年 

3,753 億円 

３２年 

150 万人 

 

２７年 

93 万人 

250
人 

外国人延べ宿泊者数 

２４年 

26 万人 
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主な取組み                 ※◎印はＨ２９以降の新規事業 

 

＜観光消費拡大につながる質の高い観光資源づくり＞ 

（１）広域周遊観光の核づくり 【関ケ原古戦場、リニア岐阜県駅周辺】    
・広域周遊観光における新たな核とするべく、関ケ原古戦場及びリニア岐阜県駅周

辺の観光資源について、誘客につながる魅力向上や受入環境整備、積極的な情報

発信を行う。 

関ケ原古戦場を核とした広域観光の推進 

・関ケ原古戦場のシンボル施設であり、古戦場めぐりのガイダンス施設となる関ケ原古戦場ビジ

ターセンター（仮称）を整備し、平成３２年度に供用を開始 

・「関ケ原古戦場グランドデザイン」に基づき、史跡や誘導サインの整備等、観光客の受け入れ

に向けた環境整備や、関ケ原古戦場を核としたイベント・ＰＲ等を、関ケ原町や近隣市町と連

携しながら実施 

◎「ひがしみの歴史街道」を核とした広域周遊観光の促進 

・東濃地域の中山道及び国道２５７号を「ひがしみの歴史街道」と位置付け、これを軸に、馬籠

宿や苗木城、岩村城下町や明知鉄道等、同街道沿線の観光資源を組み合わせた観光誘客キャン

ペーンを展開 

 

（２）「岐阜の宝もの」等観光資源の市場化              

・地域の観光資源の「稼ぐ力」を高めるため、受入環境整備や旅行商品造成を進め

るとともに、アニメなど旬のコンテンツとも組み合わせ、さらなる魅力創出につ

なげる。 

◎歴史街道観光の環境整備の促進 

・中山道と国道２５７号沿線の周遊性の向上を図るため、沿線市町による宿場、史跡など歴史的

背景や見どころを表示したインフォメーションスポットの整備を支援 
 
「中山道ぎふ１７宿歩き旅」の推進 

・「中山道ぎふ１７宿」を一体的にＰＲするとともに、各地域で造成された体験プログラムの通

年提供に向け、さらなるブラッシュアップを実施 
 
地歌舞伎と芝居小屋を活用した外国人誘客の推進 

・「地歌舞伎と芝居小屋」の認知度向上を図るとともに、外国人観光客を含めた誘客拡大を図る

ため、受入環境整備や定期公演以外の特別公演の実施、体験プログラムの造成などを促進 
 
ＩT を活用した観光資源のブラッシュアップ 

・観光地や観光施設において、宿泊や施設見学、体験プログラムの利用につながるＶＲ・ＡＲ技

術等を活用した着地型観光サービスの導入を促進 
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＜主要観光地の魅力を活かした観光誘客プロモーション＞ 

（３）「世界に誇る遺産」等を核とした誘客 【国内誘客、海外誘客】    
・県内の「世界に誇る遺産」の知名度を最大限活用し、遺産に関する観光プログラ

ム開発や遺産をめぐるルートの提案など、周遊観光につなげるプロモーションを

展開する。 

（３大都市圏をターゲットとした国内誘客プロモーション） 

世界に誇る遺産等を活用した周遊型観光の促進 

・世界に誇る遺産等、県内観光資源をめぐる旅を促進するため、ＮＥＸＣＯ中日本と連携した 

ドライブキャンペーンや、隣接県との広域連携の枠組みを活用した周遊促進キャンペーンを 

実施 
 
世界に誇る遺産等を活用した滞在型観光の促進 

・世界を誇る遺産等をきっかけとした滞在型観光を促進するため、大手宿泊予約サイトや福利厚

生サービス事業者等を活用した宿泊促進キャンペーンを実施 
 
（アジア・欧米をターゲットとした海外誘客プロモーション） 

◎世界に誇る遺産等を活用した集中的な海外プロモーション 

・杉原千畝記念館と県内主要観光地を結ぶ旅行商品を提供するとともに、海外メディアの招聘に 

よるプロモーションなどにより、県内の世界遺産等の魅力を発信 
 
アジア・欧米の重点ターゲット国からの誘客促進 

・アジア・欧米をターゲットとした旅行博への出展や、旅行会社の招聘などの継続的な取組みに

加え、新たにスペインにおいてＰＲを開始するとともに、近隣自体体と連携したクルーズ船か

らの誘客を促進 
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＜世界に選ばれる観光地域づくり＞ 

（４）競争力の高い観光地域づくり 【観光産業を支える人材育成、ＤＭＯ形成】  
・観光産業における「おもてなし人材」の育成・確保を進めるとともに、各地域に

おいて「観光地経営」の視点に立った観光地域づくりの推進組織（ＤＭＯ）の形

成・確立を支援する。 

◎観光人材の育成・確保 

・宿泊施設等従業員のおもてなし力の向上に向け、各地域の課題に応じたスキルアップ研修を 

実施するほか、事業者と就職希望の学生等とのマッチングを図るため、大学でのセミナーや就

職フェアでのＰＲを実施 
 
観光地域づくりのリーダーの育成 

・「観光地経営」の視点に立った観光地域づくりのリーダー人材を育成するため、観光協会やま

ちづくりＮＰＯの主要なスタッフを対象に、実践的な研修を実施 
 
観光地域づくりの推進組織（ＤＭ０）の形成支援 

・「観光地経営」の視点に立った観光地づくりの推進組織となる「ＤＭＯ（Destination 

Marketing/Management Organization）」の形成につながる各地域の取組みを支援 
 
広域的な観光地域づくりの推進 

・長良川流域４市（岐阜市・関市・美濃市・郡上市）や下呂市・中津川市において、広域連携に

よる観光地域づくりを推進 

 

（５）ユニバーサルツーリズムの普及 【バリアフリー観光、受入環境整備】   
・外国人や高齢者、障がい者を含め、誰もが楽しく安心して本県を旅行できるよう、

受入環境整備の充実など、ユニバーサルツーリズムの普及を進める。 

バリアフリー観光の普及促進 

・県内観光地のバリアフリー状況を調査・整理し、広く情報発信を行うとともに、バリアフリー

観光の意識啓発研修を実施 
 
外国人観光客の受入環境整備の支援 

・観光事業者が行う Wi-Fi 環境、多言語化等に係る経費を支援するとともに、ムスリム観光客へ

の対応能力向上のため、マレーシア等から専門家を招へいし、現地指導等を実施 
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現状・課題 

・本県の企業誘致はここ５年ほど好調を維持している一方、県内総生産額の約４割を製

造業が占め、なかでも機械関連産業の割合が高いことから、引き続き外的要因や経済

変動に影響を受けない産業構造の構築に向け、成長分野（成長が見込まれる産業や経

済変動に強い産業）の企業集積が必要とされている。 

 

・東海環状自動車道西回り区間の全線開通等のインフラ整備を見据え、好調な企業誘致

をさらに加速させるため、立地支援策を背景とした誘致活動を全力で展開することに

加え、工場用地の減少傾向に歯止めをかけるため、関係市町村等と連携し、戦略的か

つ計画的な工場用地の開発を推進することが求められている。 

 
 
今後の方向性 

 

 

 

 
 
 
数値目標 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

［７］企業誘致・設備投資促進プロジェクト 

○成長分野の企業集積に向けた誘致活動の展開 

○東海環状自動車道沿線での市町と連携した戦略的・計画的な工場用地開発 

○東海環状自動車道全線開通やリニア中央新幹線開業を見据えた企業誘致 

○企業の成長分野への進出・生産性向上のための機械設備の更新支援 

メイラ㈱関第四工場 （航空部品製造） 

～３２年度 

300 ha 

～２７年度 

32 ha 

新たな工場用地開発面積（累計） 

２６年度 

0 ha 

２６～３２年 

260 件 

２６～２７年 

78件 

製造業の企業立地件数（累計） 

２６年 

41 件 

㈱Mizkan 美濃加茂工場 

 （鍋つゆ製造・納豆製造） 
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主な取組み                 ※◎印はＨ２９以降の新規事業 

＜企業立地の促進＞ 

（１）成長分野を対象とした企業誘致                 
・企業誘致の地域間競争に打ち勝つため、優遇税制を延長・拡充し、補助制度との

パッケージ支援により、成長分野の企業をターゲットとした誘致活動を展開する。 

補助制度と優遇税制によるパッケージ支援の強化 

・優遇税制（不動産取得税の軽減措置）の適用期間の延長と軽減内容の拡充を行い、補助制度と

のパッケージ支援を強化することで企業誘致を推進 
 
成長分野の企業を対象とした誘致活動の展開 

 

（２）東海環状自動車道沿線での工場用地開発と企業誘致        
・東海環状自動車道西回り区間全線開通を見据えて、市町村と連携し、２０２０年

度までに３００ha の新たな工場用地の開発を戦略的かつ計画的に推進する。 

沿線市町との連携による工場用地開発と企業誘致の展開 

・東海環状自動車道西回りエリアの工場用地開発を支援するため、工場用地開発計画がある市町

と県による新たな組織を発足し、工場用地開発に関する担当者勉強会や専門家講演会等を開催 
 
市町村工場用地開発へのワンストップ支援の継続（工場用地開発可能性調査の実施） 

・市町村の工場用地候補地における開発可能性調査（土地開発規制の有無、概算事業費や分譲可

能価格の算出、土地利用計画図の作成等）を県が直接実施 

 

（３）リニア中央新幹線開業を見据えた企業誘致            

・リニア中央新幹線が開業する絶好の機会を活かし、リニア関連の企業誘致や本社

機能移転を軸とした誘致活動を展開する。 

リニア関連企業や本社機能移転を軸とした誘致活動の展開 

・鉄道車両部品製造や超電導・モーター製造などリニア関連企業への誘致活動を戦略的に実施 

・県内にマザー工場のある企業や岐阜県との関係が深い企業を重点的に企業訪問 
 
本社機能移転に向けた立地支援（補助制度・優遇税制・サポート窓口）の展開 

 

＜設備投資の支援＞ 

（４）成長分野への進出及び生産性向上のための機械設備の更新支援   
・低利率の設備貸与事業による中小企業の設備投資促進や、中小企業の成長発展に

必要となる資金ニーズに適切に応えるため、県制度融資で企業の資金繰りを支援

する。 

中小製造業に対する県単独での低利（1.0%）の設備貸与の拡充［再掲］ 

・中小企業のＩｏＴ設備の導入を推進するため、低利(1.0%)の設備貸与制度「モノづくり設備整

備強化事業」に、新たにＩｏＴ設備を対象としたより低利(0.5%)の貸与枠を創設。 
 

県制度融資による県内中小企業に対する資金調達の支援 

・中小企業・小規模企業者の資金調達を継続的に支援し、資金繰り円滑化を図るための金融支援 

・「創業支援資金」の融資対象者の拡充（創業から１年未満→５年未満） 
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現状・課題 

・製造業を取り巻く環境が厳しい中で、本県産業が持続的な発展を続けるためには、

機械金属・化学・プラスチック・陶磁器・木工・食品といった地域産業における技

術力向上や新製品の開発を支援していくとともに、県内中小製造業が成長分野に参

入するための分野横断型の高度な技術支援も求められている。 

・工業系試験研究機関には、更なる産学官連携による高度な技術支援力が求められる

とともに、ＩｏＴ等の活用・導入支援に関する機能強化を図るソフトピアジャパン

との連携強化が求められる。 

 
 
今後の方向性 

 

 

 

 

 

 

数値目標 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

［８］企業技術力強化支援プロジェクト 

○工業系試験研究機関の再編・集約による企業支援機能の強化 

・工業系３試験研究機関を集約した「モノづくり拠点」の整備 

・岐阜大学との協定に基づく「岐阜県食品科学研究所（仮称）」の整備 

○工業系試験研究機関とソフトピアジャパンとの連携強化による県内製造業の

ＩｏＴ導入・活用支援 

モノづくり拠点（イメージ） 

岐阜県食品科学研究所（仮称） 

３２年度 

21,000 件 

２７年度 

18,799件 

 

開放機器件数 

２４年度 

10,348 件 

 

３２年度 

24,000 件 

２７年度 

17,204件 

依頼試験件数 

２４年度 

20,729 件 
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主な取組み                 ※◎印はＨ２９以降の新規事業 

＜工業系試験研究機関の機能強化＞                 

（１）モノづくり拠点の整備                     
・工業技術研究所（関市）に、産業技術センター(笠松町、美濃市)及び情報技術研

究所(各務原市)の機能を集約して「モノづくり拠点」を整備する。 

整備概要：技術開発棟(４階建)及び試作開発棟(２階建）、総事業費 約３３億円 
 
新たな機能： 

・各分野（機械加工、金属、化学、情報等）の研究員が、高度複雑化する企業ニーズにワンスト

ップで対応 

・先端材料に対応する分析・試験機器を整備し、より高度な技術を要する成長分野に対応 

・分野や立場が異なる研究者が集う開放研究室を設置し、産学官の人材交流を更に活性化 
 

（２）岐阜県食品科学研究所（仮称）の整備              
・県と岐阜大学の『食品科学分野の連携に関する協定』に基づき、大学敷地内に「岐

阜県食品科学研究所（仮称）」を整備する。 

整備概要：３階建（１～２階は県試験研究機関、３階は大学の占有）、総事業費 約２０億円 
 
新たな機能： 

・市場拡大が見込まれる機能性表示食品の研究開発・技術支援体制の強化 

・企業の若手技術者や大学院学生が交流できるサロンを設置し、産学官連携を促進 

・３階の大学占有部分を活用し、共同研究や学生に対する実践的教育を推進 
 

（３）研究開発・技術支援体制の強化                 
・成長産業及び地域産業の支援のための機器を計画的に整備・更新するとともに、

工業系試験研究機関に計画的に人員を配置し、県内中小製造業へのきめ細かい対

応に努める。 

技術支援体制の強化 

・技術的課題から共同研究の調整までの幅広い相談内容に対応するワンストップ窓口の設置 

・電磁妨害対策試験など成長分野に必要となる機器を整備し、老朽化した試験機器を更新 

  （整備計画 Ｈ２９：顕微レーザーラマン分光分析装置等 Ｈ３０：ＥＭＣ試験施設・設備） 
 
研究開発体制の強化 

・業界の将来を見据えた研究、特にモノづくり拠点で取り組むべき複合領域の研究開発を実施 

・県内中小製造業のスマート化を支援するモデル事業の実施 

＜産業支援機関の機能強化＞                 

（４）工業系試験研究機関とソフトピアジャパンとの連携強化       
・ＩｏＴの導入・活用支援では、工業系試験研究機関でのモノづくりのスマート化

に関する研究開発を推進するとともに、「岐阜ＩＴものづくり推進ラボ」を核に、

ソフトピアジャパンと連携し、第４次産業革命を推進するための企業支援を行う。 

◎ソフトピアジャパンと連携したＩｏＴの導入・活用に係る総合的な支援 

・「岐阜県ＩＴものづくり推進ラボ」を核に、ＩｏＴ機器導入の具体的な計画づくりへの助言指

導など段階に応じた企業支援を展開するとともに、関係機関で定期的に情報を交換・共有 



28 

 

 


